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各地の経済動向

新幹線の開業効果に陰り�
� ＜北海道＞

　北海道モニターは、経済動向の実績
と見通しについて、【横ばい】圏内で
推移すると報告した。昨夏の台風被害
で一部のＪＲ路線が年末近くまで長期
間不通となった影響から、道内景気を
牽引してきた宿泊業にキャンセルが発
生し、売上・利益DIがマイナス圏へ。
また農水産物価格の上昇により、食料
品製造業の利益DIの悪化などがマイ
ナス要因として挙がった。一方、台風
被害の復旧工事が増加し、建設関連は
業況が改善している。
　１－３月期の見通しについては、イ
カ・さんま・サケ・ホタテ等の記録的
不漁や台風被害による原材料価格の高
騰により、道内製造業の主力である食
料品製造業の業況が低調に推移するこ
とも見込まれるが、宿泊業は訪日客等
の増勢を背景に持ち直していると報告。
ただし、道南地区の宿泊数が前年実績

を割り込むなど、昨年３月に開通した
北海道新幹線の開業効果にやや陰りが
見られると指摘している。

景況感は総じて「横ばい」で
推移� ＜秋田・山形＞

　第23回「秋田県内企業の景気動向
調査（２月）」によると、10－12月期
の自社業況DI値（前年同期比）が２
期連続でマイナス幅が改善。「売上高」
と「営業利益」がともに２期連続で改
善した一方、「人員・人手」は３期ぶ

りに、「資金繰り」は２期ぶりに悪化し、
総じて【横ばい】と判断。先行き見通
しは、同▲21.2と大幅な悪化が見込
まれており、【やや悪化】を選択した。
　第50回「山形県内企業の景気動向
調査（２月）」によると、10－12月期
の自社業況DI値（前年同期比）は▲3.1
と2.9㌽上昇となったことなどから、
【横ばい】を選択。業種別では、建設
業がほぼ横ばい、サービス業でDI値
がマイナスに転じて悪化したものの、
製造業と卸・小売業で改善した。先行

地域における経済・雇用の現状と課題

　JILPTは３月、各地のシンクタンク・モニターに、地域の経済、雇用の動向について、2016年第４四半期（10－12月）
の実績と、2017年第１四半期（１－３月）の見通しを尋ねた。
　10－12月期の経済動向は、景気の足踏み感などを背景とした【横ばい】と持ち直しの動きが見られるとする【やや
好転】に評価が分かれた。１－３月期の見通しも約半数が【横ばい】を選択。残りを【やや好転】と【やや悪化】が二
分した。各地のモニターからは、「宿泊業は訪日客等の増勢を背景に持ち直している」（北海道）、「訪日客のインバウン
ド需要が勢いを取り戻している」（近畿）、「輸出額が大幅に増加した」（九州）、「中小企業の仕入れコストが悪化してい
く可能性がある」（茨城）など、昨年11月のアメリカ大統領選後の円安基調が影響を及ぼしたと思われるコメントや、
トランプ新大統領の政策運営へのリスクを懸念する声が寄せられた。
　雇用動向はいずれも逼迫した労働市場を背景に、【横ばい】もしくは【やや好転】の判断。なかでも「観光バスの運
転手不足が深刻化して、ドライバーを会社間で取り合っている状態」（近畿）、「トラック運転手の人手不足が一段と深
刻化し、遅配が発生するようになった」（中国）など、運転手不足を懸念する声が散見された。
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き見通しは、自社業況DIが▲10.6と
7.5㌽下落しており、景況感は足踏み
状態が続いているとして【横ばい】と
判断した。

持ち直しの動きに「足踏み感」�
� ＜岩手＞

　岩手モニターは、10－12月期につ
いて、「個人消費で持ち直しの動きが
見られ、住宅投資も前年を上回ったも
のの、公共工事は前年を下回り、生産
活動も弱含みの動きが続いたことから、
全体として持ち直しの動きに足踏み感
が見られた」として【横ばい】と判断。
住宅投資は、宅地の造成工事が完了し
た被災地で、災害公営住宅の着工が集
中したことから貸家が増加し、前年を
上回ったと報告した。
　１－３月期の見通しは、「個人消費
に持ち直しの動きが見られ、公共工事
も足元増加で推移する一方、住宅投資
は減少傾向、生産活動は一進一退の動
きで推移しており、全体として持ち直
しの動きに足踏み感が続くと見られ
る」として【横ばい】を選択した。

復興需要と仙台圏の開発事業が
牽引役� ＜宮城＞

　宮城モニターは、「県内の景気は、
足元では復興需要がピークアウトして
いるものの依然として旺盛であるほか、
仙台圏における再開発事業等により経
済活動は高水準で推移し、持ち直しの
動きを続けている」として【やや好転】
と判断した。生産面は「内需関連は力
強さに欠ける一方、外需はスマート
フォンなど旺盛な情報関連需要を背景
に『電子部品・デバイス』などが高水
準の生産を継続」、個人消費は「天候
不順や台風の影響による生鮮野菜の価
格高騰などから節約志向に広がりが見
られた」などと報告。

　企業の景況感は「米国大統領選挙後
の円安株高などを背景に製造業を中心
に幾分の持ち直しが見られたものの、
回復のペースは鈍化している」と指摘
した。
　景気の見通しについては、「当面は
復興需要と仙台圏での開発事業が牽引
役になるものと思われるが、復興需要
の減少などから【横ばい】の動きとな
る」と予想している。

７割の区域で避難指示が解除へ�
� ＜福島＞

　福島モニターは、10－12月期の経
済について「生産活動などで弱さが見
られたが、住宅着工は前年を上回り、
個人消費も震災前を超える水準で推移
するなど、全体では持ち直しの動きが
続いている」として【横ばい】を選択。
　見通しについては、「１月の県内経
済は、引き続き生産活動に弱さが見ら
れるが、消費動向は一定水準を維持す
る」などとして、判断を【横ばい】に
据え置いた。
　なお、原発事故に伴い設定された避
難指示区域は順次解除されており、３
～４月の解除により約７割の区域で解
除されることとなる。「進まない住民
帰還など課題は多いものの、避難指示
解除が地域経済活性化につながること
を期待する」と報告した。

先行き見通しは製造業で「好
転」超� ＜茨城＞

　「県内主要企業の経営動向調査（10
－12月期）」の結果から、「自社業況
総合判断DIは、全産業ベースで『悪化』
超14.7％と、前回調査の『悪化』超
23.2％から８㌽改善した」として【や
や好転】と判断。「海外経済や株式市
場などの外部環境の好転がマインド面
の改善に大きく寄与し、国内景気判断

DIが大幅に改善している」と指摘し
ている。
　先行き（１－３月期）については、「製
造業は『好転』超に転じ、非製造業は
５㌽悪化する見通し」として【やや好
転】と予測。「米国大統領の決定を受
けて、ドル円相場が円安傾向となって
いることを背景に、中小企業の仕入れ
コストがより悪化していく可能性もあ
り、先行きを慎重に見ている企業が多
い」などと報告した。

観光客数が前年比マイナスへ�
� ＜北陸＞

　北陸経済は、一部に弱さが見られる
ものの、引き続き緩やかな回復が続い
た。個人消費は、ドラッグストアやコ
ンビニエンスストア販売などが順調・
堅調に推移。一方、主要観光地の来訪
者数や主要温泉地の宿泊客数が前年比
マイナスに。企業の生産活動は、電子
部品・デバイスが持ち直しているが、
業種・業態、品目間にバラツキがある
ため、判断を【横ばい】に据え置いた。
　見通しについては、「北陸３県の法
人企業景気予測調査（2017年１－３
月期調査）」の景況判断指数が製造業、
非製造業ともに「下降」超となってい
るため、【やや悪化】と判断。「海外経
済の不確実性などのほか、人手不足に
伴う企業活動への影響については留意
する必要があり、依然不透明感は拭え
ない」と指摘した。
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アルバイトなど人件費の上昇
で企業利益が圧迫� ＜東海＞

　「共立地域景況インデックス（2016
年12月期調査報告）」によると、10－
12月期の景気水準は微増ながら２四
半期連続で上昇したものの、「景気に
底打ち感が見られる」として【横ばい】
を選択。生産では、乗用車の海外向け
が堅調で、電子部品・デバイスも持ち
直しの動きが見られた。輸出は、主力
のアメリカ向け輸出額が５カ月連続で
減少したものの、月別では前年を上
回っている。支店長コメントでは、不
動産取引が増加していることやマン
ション販売が好調であることも報告さ
れている。
　１－３月期の見通しは「上記３月期
調査報告によると、景気水準は３四半
期連続で上昇し、回復の兆しが見られ
る」として【やや好転】と判断。同じ
く支店長コメントでは、深刻な人手不
足のなかアルバイト代等人件費の上昇
が利益を圧迫していることや、外国人
研修生の受け入れを検討する企業が増
えていることなどが報告された。

訪日客インバウントが勢い取
り戻す� ＜近畿＞

　近畿モニターは、10－12月期の関
西経済を「緩やかに回復している」と
して【やや好転】と判断した。消費者
心理は改善しているが、所得環境の伸
び悩みが足かせになっていると指摘。
企業部門は、生産は増加基調が続き、
設備投資計画は増加の見込み。企業の
景況感（大阪商工会議所･関西経済連
合会『第64回経営･経済動向調査』）
は４期ぶりのプラスになったと報告し
た。
　１－３月期の見通しは、『第65回経
営・経済動向調査』の国内景気指数が

２期連続でプラスとなっていることか
ら【やや好転】を選択。円安の進展に
より訪日客のインバウンド需要が勢い
を取り戻しており、１月の関西地区の
百貨店免税売上高は単月ベースで過去
最高を記録した。今後も花見など行楽
シーズンを控えインバウンドの伸びが
期待されるとしている。
　また企業の先行き見通しは、米国大
統領の政策運営に伴う諸々の不確実性
に伴うリスクから、やや消極的になっ
ている傾向が見られると報告した。　

広島カープ優勝で好影響も見
通しは不透明� ＜中国＞

　中国モニターは、製造業の緩やかな
回復の持続や、プロ野球の優勝セール
で個人消費が刺激されたことで、景気
が上向いているという実感が地域内に
広がったとして10－12月期を【やや
好転】と評価した。
　自動車は、マツダの小型ＳＵＶの改
良などの販売を控え、部品・金型メー
カーで好調な受注が見られた。カーナ
ビの液晶素子を増産した電子デバイス
や、入学シーズンに向けた学生服の注
文が相次ぐ繊維なども注目されると報
告。加えて、広島カープ関連のセール
効果が大きく、百貨店をはじめ家電量
販店や外食などでもご祝儀ムードから
売れ行きが上向き、幅広い業種に好影
響が及んだ。
　１－３月期は、季節要因をはじめと
する一時的な好不調・増減産のサイク
ルにとどまっており、地域を牽引する
力強い動きには至っていないとして
【横ばい】を選択。また米国新大統領
の政策への懸念や、広島カープの優勝
セール効果は年末年始までとの見方が
強いことから、投資や消費マインドが
持続できるかは不透明だとした。

景気「回復傾向」が10ポイント
上昇� ＜四国＞

　四国モニターが実施した景気動向調
査（2016年12月）によると、景気が
回復傾向とみる割合は前回調査（９月）
から10㌽改善し、58％となったこと
などから【やや好転】を選択。
　10－12月期の主な経済指標を見る
と、工業製品は、化学や紙・パルプを
中心に好調に推移するものの、食料品
工業などの生活関連業種が為替の影響
を受け、海外向け工業製品の荷動きが
弱くなったことで鉱工業生産指数はマ
イナス幅が拡大する一方、百貨店・スー
パー販売額は、新店やセールの効果な
どによりマイナス幅が縮小。新設住宅
着工戸数は、住宅販売が堅調に推移し
プラス幅が大幅に拡大した。
　先行きは、来期の景況感（上記12
月 調 査） を「不 変」 と み る 割 合 が
91％と大半を占めていることから【横
ばい】を選択した。

熊本地震後の住宅復興が本格化�
� ＜九州＞

　九州モニターは、九州地域景気総合
指数の10－12月の一致指数が持ち直
しているとして【やや好転】と判断し
た。一致指数の上昇の主因は輸出額の
増加。九州の主要産業である自動車、
半導体関連が牽引した。９～10月は
円高が一服し、円安に振れる兆しが
あったが、11月の米国大統領選のト
ランプ氏当選を受けて急速な円安基調
に転じた。その結果、九州からの輸出
額は大幅に増加し、12月は米国向け
が＋51.1％となった。また10－12月
期は「九州ふっこう割」の第２期が実
施され、延べ宿泊者数は当初目標の
1.8倍（271万9,000人）を達成した。
　１－３月期の見通しは、「九州地域
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景気総合指数」の先行指数が着実に持
ち直しているとして、前期と比べ【横
ばい】とした。熊本県の持ち家の着工
床面積が11月＋120.1％（前年同月比）、
12月＋95.2％と大幅に増加。住宅復
興が本格化しており、当面、民間住宅
投資を押し上げると予想している。

各地の雇用動向　

訪日客多いニセコ地区が求人
倍率トップ� ＜北海道＞

　2016年12月に日銀札幌支店が公表
した『企業短期経済観測調査（北海道
分）』によると、雇用人員判断DIは▲
30と前回（９月）より３㌽マイナス
幅が拡大し、人手不足感がさらに強
まっていることから、10－12月期の
雇用動向を【やや好転】と判断した。
12月の有効求人倍率は、外国人観光
客が多く訪れるニセコ地区を有する岩
内が1.79倍とトップ。その他は水産
加工業の集積のある地区が高い。
　見通しについては、人手不足感の強
い宿泊業が季節的に一服する時期のた
め【横ばい】と予想した。ただしモニ
ターは「人手不足は常態化しており、
完全雇用に近い状態」とも指摘。「雇
用のミスマッチに起因する質的な面の
改善は構造的なものであり、短期間で
の改善は期待できない」との見解を示
している。

有効求人倍率が高水準で推移�
� ＜秋田・山形＞

　秋田県の10－12月期の有効求人倍
率（季調値）は前期と比べ改善傾向に
あり、新規求人倍率（同）は概ね横ば
い、新規求人数（原数値）はやや悪化
傾向にあるが、総じて【横ばい】圏内
で推移していると報告。１－３月期の

見通しも、１月の有効求人倍率（1.29
倍）や新規求人倍率（1.92倍）など
から、引き続き同様の傾向が続くと見
て【横ばい】と判断した。
　山形県でも、10－12月期の有効求
人倍率（季調値）は高水準を維持して
おり、他の指数も改善傾向にあること
から、【やや好転】と判断。１－３月
期の見通しは、１月の有効求人倍率
（1.42倍・前月比同水準）や新規求
人倍率（1.80倍・同0.33㌽減）など
から【横ばい】とした。

復興工事ピークアウトで建設は
３期連続の求人減� ＜岩手＞

　10－12月期の雇用情勢については、
「復興関連工事のピークアウトやサン
マ、秋サケの不漁による影響があった
ものの、内陸の製造業や卸・小売業が
牽引し、期中全体としては堅調な動き
となった」として【横ばい】を選択。
当期の有効求人倍率（季調値）は1.32
倍となり、1991年第４四半期（1.38
倍）以来、25年ぶりに1.3倍以上を記
録した。新規求人については、製造業
は不漁の煽りを受けた水産加工を含む
食料品で落ち込みが見られたものの、
新型車向け部品の量産が進む輸送用機
械器具などが牽引。卸・小売やサービ
スも求人増の一方、建設業は復興関連
工事のピークアウトの影響などで３四
半期連続の減少となった。
　１－３月期の見通しは、「復興関連
工事のピークアウトの影響により建設
業は弱含みとなるが、慢性的な人手不
足を抱える医療・福祉業や内陸を中心
とする製造業、卸・小売業などが求人
数を下支えし、堅調な動きが続くと見
られる」として【横ばい】の判断を据
え置いた。

被災地の水産加工などで新規
求人増� ＜宮城＞

　宮城モニターは、「10－12月期の就
職率が月平均37.8％と、前期（35.9％）
および前年同期（37.3％）を上回る
など、雇用情勢は総じて改善している」
として【やや好転】と判断。「横ばい
であった有効求人数が再び増加に転じ
ている。産業別の新規求人数（前年比）
は、サービス業や医療・福祉、建設業
や製造業などで増加。特に、製造業で
は被災地の沿岸部で水産加工工場の復
旧などに伴い、年末に向けた増産に対
応するための新規求人が増加した」な
どと報告した。
　モニターが実施した「県内企業動向
調査」（2016年12月）によると、雇
用判断DIが全産業で▲40（不足超）
となり、1995年に現行調査を開始以
降では最大となった。
　見通しについては、「復興需要が減
少基調に転じており、人手不足から求
人を控える動きも見られるものの、い
まだなお相応の復旧工事残高を抱えて
いるほか、仙台圏ではテナントビルの
竣工などにより事務所や店舗の開業な
どに伴う相応の労働需要が見られるこ
とから、当面は求人が高止まりの動き
となる」として【横ばい】とした。

「建設」で依然２倍超えの求
人倍率� ＜福島＞

　福島モニターは、「県内の有効求人
倍率は、引き続き高水準で推移してい
る。職業・地域間での格差も依然大き
いままで、大きな変化はない」として、
実績・見通しともに【横ばい】とした。
１月の職種・業種別の有効求人倍率を
見ると、震災後の復興需要に支えられ
てきた「建設等」が2.39倍となり、
新規求人数は次第に減少しているもの
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の依然として２倍を超えている。この
他「介護関係」3.33倍、「サービス」2.68
倍などの高さが目立っている。一方、
求職者数が最も多い「事務」は0.40
倍と、職業間での格差に変化は見られ
ないとしている。

雇用情勢は持ち直し傾向続く�
� ＜茨城＞

　県内の雇用情勢は、「各指標動向か
ら判断し、持ち直し傾向が続いている」
として【やや好転】と評価した。
　先行き（10―12月期）は「新規求
人数は増加を続けている一方、新規求
職件数は減少傾向にあることから、労
働需給は引き続き逼迫することが予想
される。先行きはこの不足感が、春闘
等において所得環境の改善に結びつく
かどうか注視する必要がある」とし、
【やや好転】と判断した。

労働市場は引き続きタイトな
状況� ＜北陸＞

　北陸３県の10－12月の有効求人倍
率（季調値）は1.71倍。労働市場は
引き続きタイトな状況が続いているこ
とから【横ばい】を選択した。業種別
では、相変わらず医療・福祉、宿泊・
飲食サービス等の人手不足感が強い。
　１－３月期の見通しは「どちらかと
言えば非製造業を中心に、今後も『不
足気味』超のまま推移する」と予想し
て【横ばい】とした。

レゴランドで1,000人を雇用へ�
� ＜東海＞

　東海４県（静岡県含む）の完全失業
率（10－12月平均）は2.5％で、全国
（2.9％）と比べて低水準で推移した。
有効求人倍率（季調値）は、10－12
月平均が1.58倍（前期比＋0.04㌽）、
１月が1.60倍。こうしたことから、

東海モニターは、雇用動向の実績・見
通しとも【横ばい】と判断した。
　このほか、「運送業の深刻なドライ
バー不足に加え、建設土木でも人手不
足で業況にも影響が出ている。飲食業
の出店意欲は旺盛だが、人材確保が難
しく人件費負担増につながっている」
「製造業では大手の雇用環境が良く、
中小企業に人が回ってこない。若手の
離職が激しく、従業員の残業時間が増
えている」「４月にオープンしたレゴ
ランド・ジャパン（名古屋市）では約
1,000人が雇用された。中部屈指の観
光施設になると期待される」などのコ
メントが寄せられた。

ドライバーの争奪戦へ�
� ＜近畿＞

　近畿地方の10－12月期の有効求人
倍率（季調値）は前期比＋0.04㌽の
1.33倍、新規求人倍率は同－0.1㌽の
2.09倍。１月も依然として高水準が
続いているため、実績・見通しともに
【やや好転】と判断した。
　今般、モニターは、具体的な人手不
足にドライバーを挙げている。関西に
は多くの訪日観光客が訪れるが、観光
客の移動を支える観光バスの運転手不
足が深刻化していると指摘。また運転
手の高齢化が進み、安全面への配慮等
も課題に。「トラック業界からの転職
も起こっていると聞くが、今度は物流
現場でのドライバー不足を生じさせる
事態を引き起こし、少ないドライバー
を会社間で取り合っているのが現状」
だという。

トラック運転手の不足で遅配も�
� ＜中国＞

　中国モニターは「有効求人倍率や新
規求人数など数値的には回復を持続し
ている」として【やや好転】と判断。

12月の有効求人倍率は1.64倍で、24
年８カ月ぶりの高水準に。「入社や異
動で人の動きが活発になる季節を見据
えて、小売・運輸などを中心に人手不
足の顕著な業界が正社員の求人を増や
す動きを反映している」などと報告。
実際に、パートやアルバイトで慢性的
な人手不足を解消できない企業が、待
遇の良い正社員に切り替えて人手を確
保しようとする事例は、就職環境が相
対的に良くない山陰エリアでも見られ
るという。
　先行きは、雇用の需給が引き続き逼
迫していることから【横ばい】を選択。
中国地方では、輸送業でトラック運転
手の人手不足が一段と深刻化し、遅配
が発生するようになったと指摘。モニ
ターは「インターネット通販の普及も
要因だが、2007年導入の中型免許制
度で20歳未満は５トン以上の車に乗
れなくなったことで、高校新卒者の就
職先に選ばれにくくなった」との見解
を示している。

求人倍率１倍超えで推移�
� ＜四国＞

　四国の10－12月期の有効求人倍率
（季調値）は1.42倍と、前期比で若
干増にとどまった。１月の有効求人倍
率も1.41倍と、ほぼ同水準にあるこ
とから、四国モニターは雇用動向の実
績・見通しをともに【横ばい】とした。
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完全雇用状態に近づく�
� ＜九州＞

　九州モニターは、九州８県の雇用動
向の実績・見通しをともに【横ばい】
と評価。10－12月期の有効求人倍率
は1.27倍、完全失業率（原数値）は
3.2％だった。「かつて、全国と比べて

失業率が高く、賃金単価が低かった九
州が、いまや完全雇用状態に近づきつ
つある」と述べている。
　日本銀行福岡支店による九州・沖縄
「企業短期経済観測調査」の2016年
12月調査における雇用人員判断DI
（「過剰」－「不足」）は、製造業が９
月の▲18％㌽から▲21％㌽へ、非製

造業は９月の▲28％㌽から▲32％㌽
へと、「不足」感がさらに大きく拡大。
次回（３月）予測では、製造業は12
月より若干不足が減ると予測されるも、
非製造業では▲33％㌽と「不足」感
のさらなる拡大が予測されていると報
告した。

今季のトピックス

地域における「働き方改革」の動向

「ほっかいどう働き方改革支援
センター」が始動�
� ＜北海道＞

　行政の動きとしては、「ほっかいど
う働き方改革支援センター」が2016
年12月から始動。就業環境の改善に
取り組む企業の相談にワンストップで
対応する体制が整った。
　モニターが昨年12月に実施した「女
性活躍に向けた取組状況」に関する調
査でも、経営資源に乏しい中小企業の
取り組みの難しさと外部機関の支援の
必要性を指摘する声も聞かれ、「女性
活躍推進を含めた働き方改革への実効
性ある支援が期待される」と述べてい
る。
　また北海道は2017年４月に、長時
間の残業が問題となっている民間企業
の労働環境改善に向けた方策などを検
討する「働き方推進室」を新設する予

定。関係部局で構成するプロジェクト
チームを設け、時間外労働の改善や非
正規雇用のあり方を検討する。
　民間の動きとしては、株式会社札幌
丸井三越が、今年10月から育児・介
護との両立を後押しするため在宅勤務
制度を取り入れる。また、再雇用条件
を緩和するほか、ベテランの活躍を促
すため60歳以上の従業員の賃金を引
き上げる。同社では店舗休業日の増加
や営業時間の短縮の取り組みを積極的
に進めている。

残業規制の理由に「働き方改革」
への対応も�
� ＜秋田・山形＞
　「プレミアムフライデー」について、
山形県内ではエヌ・デーソフトウェア
株式会社（介護・福祉関連業務のソフ
ト開発、販売）が導入している。同社
の場合、毎月実施するのではなく、原
則偶数月の最終金曜日に実施。退社時

間は午後３時としている。通常どおり
午後６時まで勤務したとみなし、給与
などは変わらない。全従業員約470人
が対象（正社員のほか、準社員・パー
トを含む）。繁忙期や部署によっては
実施時期をずらすという。
　秋田県内では、北都銀行が「プレミ
アムフライデー」を実施した。同行で
は全国に先駆けて２月17日（金）よ
り実施。実施内容は、最終金曜日に限
定せず、その他の金曜日も含めて交代
で実施し、フレックスタイム等を活用
した定時前（午後４時まで）退社を奨
励する。
　モニターが実施した「県内企業の景
気動向調査（特別調査）」によると、
2016年度に残業規制を実施した（実
施している）企業は、山形県で25.9％
→32.5％、秋田県で27.1％→33.7％
と前年と比べ上昇。残業規制の理由と
して、作業効率の上昇や経費削減のほ

　政府が推進する労働時間規制の見直し等の「働き方改革」が進むなか、企業にとっては柔軟な働き方と生産性の向上
を両立していくことが大きな課題になっている。こうした動向を踏まえ、企業では、２月24日にスタートした「プレ
ミアムフライデー」の実施に加え、勤務間インターバルや朝型勤務の導入、短時間勤務の対象拡大やテレワークの導入・
拡大などを模索する動きや、自治体からの支援の取り組みが見られる。
　地域における「働き方改革」に関連する動向について、各モニターから情報を寄せてもらった。




